要綱協議申請要領（開発指導要綱協議）
1、協議方法　　各課協議とする。
2、提出部数
　（1）低層建築物6部（建築指導課2部、下水道建設課1部、道路公園課1部、水道局2部）
　（2）中高層建築物7部（建築指導課2部、下水道建設課1部、道路公園課1部、環境衛生課1部、水道局2部）
　（3）開発区域の面積が3,000㎡以上の場合1部追加（みどり公園課）
　（4）店舗・工場等がある場合2部追加（産業振興課、環境衛生課）
　（5）里道・水路等を含む場合（隣接を含む）1部追加（管財用地課）
　（6）柏原羽曳野藤井寺消防組合消防本部と別途協議し、消防水利等施設の設置が必要
となった場合1部追加（危機管理室）
（7）埋蔵文化財包蔵地又は開発区域の面積が300㎡以上の場合は、本市教育委員会に必要な事項を届け出た旨の裏書
※その他必要と認めた場合は上記以外の関係課とも協議を行うものとする。
3、提出図書
　（1）要綱協議書（様式第1号）、委任状、誓約書、地籍図（公図）、登記事項証明書（土地に関する事項）、土地所有権者の同意、水利権者の同意、区長承諾書、消防同意、公共用地境界確定図、協定書、その他市長が必要と認める図書
　（2）位置図、現況図、土地利用計画図、造成計画図平面図・造成計画断面図、排水計画平面図・流末構造図、給配水計画図、敷地求積図、予定建築物平面図・立面図・断面図、１住戸当りの床面積求積図（共同住宅の場合）、日影投影図・標識設置等報告書・同設置状況の写真・近隣説明等報告書（中高層建築物の場合）、その他市長が必要と認める図面
中高層建築物協議申請要領
開発区域の面積が300㎡未満で、高さ１０ｍを超える建築物（第一種及び第二種低層住居専用地域においては軒の高さが７ｍを超える建築物）又は３以上（地下を除く）の階を有する建築物　ただし、予定建築物が一戸建て住宅1棟である場合を除く。
1、協議方法　　建築指導課協議とする。
2、提出部数
　（1）建築指導課2部
※埋蔵文化財包蔵地の場合は、本市教育委員会に必要な事項を届け出た旨の裏書
※その他必要と認めた場合は上記以外の関係課とも協議を行うものとする。
3、提出図書
　（1）中高層建築物協議書（様式第2号）、委任状、誓約書、地籍図（公図）、区長承諾書、その他市長が必要と認める図書
　（2）位置図、現況図、土地利用計画図、造成計画図平面図・造成計画断面図、敷地求積図、予定建築物平面図・立面図・断面図、１住戸当りの床面積求積図（共同住宅の場合）、日影投影図・標識設置等報告書・同設置状況の写真・近隣説明等報告書、その他市長が必要と認める図面
開発協議申請要領（都市計画法32条兼開発指導要綱協議）
開発協議
1、事前協議　（建築指導課2部）
2、開発協議提出部数
　（1）9部（建築指導課2部、下水道建設課、道路公園課、環境衛生課、学校教育課、農業委員会各1部、水道局2部）
　（2）開発区域の面積が3,000㎡以上の場合1部追加（みどり公園課）
　（3）店舗・工場等がある場合1部追加（産業振興課）
　（4）里道・水路等を含む場合（隣接を含む）1部追加（管財用地課）
　（5）柏原羽曳野藤井寺消防組合消防本部と別途協議し、消防水利等施設の設置が必要
となった場合1部追加（危機管理室）
（6）埋蔵文化財包蔵地又は開発区域の面積が300㎡以上の場合は、本市教育委員会に必要な事項を届け出た旨の裏書
※その他必要と認めた場合は上記以外の関係課とも協議を行うものとする。
3、提出図書
　　都市計画法29条申請書類に準ずるもの。（「都市計画法第32条による協議について」を表紙とする。）
共同住宅の場合は、１住戸当りの床面積求積図
中高層建築物の場合は、日影投影図・標識設置等報告書・同設置状況の写真・近隣説明等報告書
（要綱29条の規定に基づく所有権移転）
1、提出課　　　　建築指導課
2、提出部数　　　2部
3、提出書類　　　様式8号の必要書類
（要綱第30条の規定に基づく維持管理願）
1、提出課　　　　各施設管理課
2、提出部数　　　1部
3、提出書類　　　様式第9号の必要書類
H27.8修正

